
1．はじめに

　近年，オープ ン・イノベーション（以下，
OI と表記）が学界のみならず実務界でも注目
されている．OI とは，知識の流入と流出を自
社の目的にかなうように利用して社内イノベー
ションを加速するとともに，イノベーション
の社外活用を促進する市場を拡大することで
ある（Chesbrough, 2006）．OI は，自社のテク
ノロジーを発展させる場合，社内のアイデアと
ともに社外のアイデアも活用できるしそうすべ
きだということ，そして市場への進出にも，社
内とともに社外を経由したルートを活用すべ
きだということを想定したパラダイムである

（Chesbrough et al., 2006）．
　West & Gallagher（2006）も同様に，外部
知識と内部知識の結合する観点からOI を定義
した．OI とは，イノベーションの機会を増や
すために幅広く内部および外部の情報源を体系
的に分析し，企業の能力及びリソースと意識的
に統合し，複数のチャネルを通じて，イノベー
ションの機会を広く活用することと定義した．
　2014 年，Chesbrough, Vanhaverbeke & 
West は，元の定義を踏まえて，「OI とは，組
織のビジネスモデルに沿った金銭的および非金
銭的なメカニズムを使用して，組織の境界を越
えて意図的に管理された知識のフローを基盤と
した分散型イノベーションプロセスである．」
と述べ，OI は知識フローを管理するイノベー

ションプロセスと定義し，そして，知識の金銭
的と非金銭的なメカニズムも強調した．
　このように，OI は企業の境界線を越えた社
内と社外でのイノベーション活動のマネジメン
ト手法だと認識されはじめており，そして企業
のケイパビリティや，どのように知識管理する
かなどの要因に深く影響されると考えられる．
　しかしながら，先行研究ではOI の有効性を
論じるフレームワークと評価基準がまだ統一さ
れていないため，論者によって強調する論点が
異なるという事態を招き，その結果としてOI
とパフォーマンスの関係の研究には混乱が見ら
れるようになっている．
　本稿の目的は，既存のOI とパフォーマンス
の関係の研究を整理して考察することである．
考察するポイントは，OI とパフォーマンスの
測定，影響要因，フレームワークと主な結論で
ある．本稿では，既存研究を整理することによ
り，OI とパフォーマンスの関係を論じる研究
の現状と課題を明らかにする．
　本稿の構成は，以下の通りである．第 2節で
は問題意識として，OI とパフォーマンスの関
係の研究を整理する理由を述べる．第 3節では，
OI 研究及びOI とパフォーマンスの関係の研
究を概観し，OI の測定，パフォーマンスの測
定，既存のフレームワークと主な研究結果をま
とめる．第 4節では，知識のマネジメントと外
的要因の視点から，OI の有効性に与える影響
要因を中心にして，OI とパフォーマンスの関
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係の研究を整理する．第 5節では，レビューし
た結果を総括しながら，既存研究に対する考察
を行う．第 6節では，本稿の結論と今後の課題
について述べる．

2．問題意識

　OI は，企業内部と外部のアイデアを有機的
に結合させ，価値を創造することを言う．OI
は，アイデアを商品化するのに，既存の企業以
外のチャネルも通してマーケットにアクセス
し，付加価値を創造する（Chesbrough, 2003）．
OI の概念が提唱されて以降，OI はイノベー
ション創出に関する有効な手法として実務界で
注目されている．一方，OI を導入したものの，
結局取り止めた企業もあり（米山他，2017），
コラボレーションネットワークがうまくマネジ
メントしても失敗事例は存在する（Lee et al., 
2010）．そのため OI の有効性についての議論
は，まだ続いている．
　OI の有効性にかかわる議論の中に，OI と
パフォーマンスの関係に着目して，OI の有効
性を論じるテーマは，数多く報告されている．
当初，このテーマの対象は，大企業やハイテ
ク産業に着目していたが（e.g., Chesbrough, 
2003; Christensen et al., 2005; Sandulli, 2012），
その後，中小企業，製造業とサービス業でも
研究対象として数多く議論されている（e.g., 
Henkel, 2006; van de Vrande et al., 2009; Ettlie 
& Rosenthal, 2011; Evangelista & Vezzani, 
2010）．また，研究初期では，欧米系企業を中
心として論じていたが（e.g., Chesbrough, 2003; 
Laursen & Salter, 2006），近年では，アジア，
アフリカの発展途上国における企業に関する実
証研究も進んでいる（e.g., García-Vidales et al., 
2019; Chege & Wang, 2019）．こうして，OI と
パフォーマンスの関係に関する研究は年月とと
もに，研究数が積み重なり，研究内容は充実し
たものになり，普遍性の高さが認められつつあ
る．
　一方，これらの研究では，OI とパフォーマ

ンスの関係を測定する基準が統一されていない
ため，著者により異なった手法で論じられてい
る．また，OI は企業の内部と外部を結合させ
るマネジメント手法であるため，同時に内外両
方から影響を受ける．そのため，影響要因は
数多く，複雑である．そのため，研究の結果は
一定の結論に至っていない．OI は，パフォー
マンスに正の影響を及ぼすと論じる文章は数
多いが（Keupp & Gassmann, 2009; Ahn et al., 
2016），一方で，負の影響について論じる報告
も存在する（Faems, 2010）．また，2006 年に
Laursen と Salter は，OI とパフォーマンスの
関係は線形の関係ではなく，逆Ｕ字型の関係に
なると述べた．その後，2019 年に Fu，Liu & 
Zhou は，OI とパフォーマンスとの間には短期
的に負の関係があるが，長期的に逆U型の関
係になると論じた．
　以上より，OI とパフォーマンスの関係の研
究は注目されており，研究範囲の広がりと数の
多いことは認められるが，OI とパフォーマン
スの測定，影響要因，研究結果の間に，一定の
コンセンサスは得られていない状態である．ま
た，既存のOI 研究全体を概論した研究はある
が（e.g., Dahlander & Gann, 2010; 真鍋・安本，
2010），OI とパフォーマンスの関係の研究を中
心とした報告は，筆者の知る限り存在しない．
　そこで本稿では，OI の有効性及びOI とパ
フォーマンスの関係に着目し，OI とパフォー
マンスの測定，影響要因，研究結果と 3つの方
面とかかわる既存研究の整理を目的とした．そ
して，整理の結果を踏まえて，現状の問題点と
今後の課題について議論したい．
　OI に関する文献の収集は以下の手順に従っ
た．まず，EBSCO社の EBSCOhost を用いて，
2003 年から 2019 年を対象に open innovation
と performance がタイトルあるいはキーワー
ドに含まれる文献を取り上げた．その結果，
192 本がヒットしたが，書評等は対象からは除
いた．逆に，この他にもOI に関連のあると思
われる文献は，レビューの対象に含めた．
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3．OI の概観と「OI とパフォーマンス」

3. 1　OI の概観
　OI は 2003 年に提唱されてから現在まで 15
年以上に経って，関連する論文が数多く発表
され，注目されている．米山ら（2017）はこ
れまでのOI 研究を振り返って，①OI 活動の
種類，②OI の取り組みと製品開発成果あるい
は財務成果との関係に関する研究，③探索型

（exploration）あるいは開発型（exploitation）
などのイノベーション戦略との適合性に関する
研究，④オープン・イノベーションを可能にす
る内部組織の特性，⑤オープン化とクローズド
化とのバランス，⑥オープン化と標準，プラッ
トフォーム・ビジネスとの関係，⑦オープン・
イノベーションと知財の関係，⑧イノベーショ
ン仲介者の役割と活用に関する研究があると述
べて，OI 研究のテーマが極めて多岐にわたっ
ていると指摘した．
　第二のテーマ「オープン・イノベーションへ
の取り組みと製品開発成果あるいは財務成果と
の関係に関する研究」は前述したように，OI
研究での重要なテーマとして注目されて発展し
つつ，範囲は広く研究数は多いが，そのフレー
ムワークにおける測定，影響要因，研究結果は
まだ統一されていない状態である．
　そこで，本稿では，主に第二のテーマ「オー
プン・イノベーションへの取り組みと製品開発
成果あるいは財務成果との関係に関する研究」
を中心にして，OI の有効性を論じたいと考え
る．

3. 2　OI とパフォーマンス
　OI はイノベーションに関する有効な手法と
して注目されている．当初，事例研究を通じ
て，OI の有効性を説明した研究は多く報告
されている（e.g., Chesbrough, 2003; West & 
Gallagher, 2006）．2006 年，Laursen & Salter
は，深さ（depth）と広さ（breadth）との二
つの側面で OI を測ると提唱した．それ以来，

OI の有効性，つまりOI とパフォーマンスの関
係に対する実証研究は注目されて，特に最近の
十年では報告数が増えている．
3. 2. 1　OI の測定
　OI とパフォーマンスの関係についての実証
研究では，まず注目されているのはOI をどう
測れるか，パフォーマンスをどう測れるかとい
う問題である．
　OI とパフォーマンスの関係の研究で，しば
しば用いられるのは，広さと深さでOI の知識
探索を測る方法である．
　Katila & Ahuja（2002）は，企業の探索の取り組 
みは，実際には 2つの異なる次元（dimensions） 
探索の深さと検索範囲で分かれると指摘した．
探索の深さは企業が既存の知識を再利用する頻
度を表し，検索範囲は企業が新しい知識をど
れだけ広く調査するかを指す．研究結果では，
探索の深さと探索範囲はイノベーション・パ
フォーマンスとの間に逆U字型の曲線関係を
示すとされた．
　その後，Laursen & Salter（2006）は，この
二つの次元に基づいて，OI の開放度の次元を
論じた．OI の開放度の次元は，広さと深さに
分けられる．外部検索の広さとは，企業がイノ
ベーティブな活動で利用する異なる検索チャネ
ルの数だと考えられる．外部検索の深さは，企
業が異なる検索チャネルまたはアイデアのソー
スから集中的に引き出す度合，あるいは限られ
た外部チャネルからの知識の徹底的活用（真
鍋・安本，2010）として定義される．研究結果
では，OI の開放度の広さと深さは，パフォー
マンスに関連して逆U字型の曲線関係になる
と明らかになった．
　このOI の開放度の二つの次元は，OI とパ
フォーマンスの関係を論じる実証研究でよく用
いられている（e.g., Martinez et al., 2014; Hahn 
et al., 2019）．
　この測定法以外では，OI とパフォーマンス
の関係を論じる研究では，OI の各プラクティ
スでOI を表す方法もよく見られる．
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　例えば，van de Vrande et al.（2009）は中小 
企業におけるOI についての調査では，OI を技
術の探索と活用を反映する 9つのイノベーショ
ン・プラクティスで測定した．この 9つのイノ
ベーション・プラクティスは，ベンチャー，対
外 IP ライセンス，従業員参与，技術の活用，
顧客参与，外部ネットワーク，外部参入，アウ
トソーシングR & D，対内 IP ライセンスであ
る．その後，これらの測定法は，他研究でも用
いられ，発展している（e.g., García-Vidales et 
al., 2019; Greco et al., 2016; Uduma et al., 2015; 
Chiang & Hung 2010）．
　 ま た，Parida, Westerberg & Frishammar

（2012）は，OI 活動が中小企業のパフォーマ
ンスに及ぼす影響に関する研究で，インバウ
ンド型OI を技術スカウティング（technology  
scouting），技術ソーシング（technology sourcing）， 
垂 直 的 技 術 連 携（ vert i ca l  t echno logy 
collaboration）と水平的技術連携（horizontal 
technology collaboration） の 4つのOI プラ
クティスに分類した．この実証研究を通じて，
OI 活動の採用と実行が中小企業のイノベー
ション・パフォーマンスにプラスの影響を与え
ることが明らかになった．そして，異なるOI
活動は，異なるイノベーションの成果に有益で
ある．たとえば，技術ソーシングは破壊的なイ
ノベーション・パフォーマンスに関連している
が，技術スカウティングは漸進的なイノベー
ション・パフォーマンスに関連している．
　このように，OI の有効性を論じる場合，異
なるOI プラクティスを OI を測る次元とし
て用いる研究も多い（e.g., Spithoven, 2013; 
Ebersberger et al., 2012）．
　また，以上のOI の測り方以外で，著者独自
でフレームワークとOI の測定の項目を設計し
た上で実証し，OI とパフォーマンスの関係を
論じる論文もある．
　例えば，Michelino et al.（2015）は，OI 取
引の価値の定量化を通じて企業の開放性の
程度を測定するための会計フレームワーク

を作り上げた．OI の測定は，インバウンド
型・アウトバウンド型と経済取引（economic 
transaction）・財務取引（financial transaction）
の二つの次元に分けて，コスト，収益，追加
（additions）と処分（disposals）の四つの指標
を作り上げた．
　その後，Fu et al.,（2019）は，このフレーム
ワークを踏まえて，時間の次元を加えて，OI
が企業の財務パフォーマンスに与える影響を実
証した．
　以上のように現時点では，OI とパフォーマ
ンスの関係の研究の中では，OI を測定する方
法がまだ統一されていない状態であり，いずれ
の手法においても，それぞれメリットと問題点
が含まれている．この点については，第 5節で
まとめてディスカッションする．
3. 2. 2　パフォーマンスの測定
　現在，OI とパフォーマンスの関係の研究で
は，パフォーマンスの具体的な表現方法は，
企業パフォーマンス，ビジネスパフォーマン
ス，財務パフォーマンス，イノベーティブ・パ
フォーマンス，イノベーション・パフォーマン
ス，新製品開発パフォーマンスなどさまざまあ
る．大別すると，主に企業パフォーマンスとイ
ノベーション・パフォーマンスとの二種類に分
けられる．
　Venkatraman & Ramanujam（1986）は，企
業のパフォーマンスを組織の有効性のより広
範な構造から区別して，ビジネスパフォーマ
ンス（企業パフォーマンス）のドメインを財
務パフォーマンスと動作性能パフォーマンス
（operational performance）とに明確に分けた．
その後，この考え方は幅広く引用され，発展し
ている．そして，Santos & Brito（2012）は，
企業パフォーマンスには財務パフォーマンスと
戦略パフォーマンスの二つのドメインがあると
論じた．そして，財務パフォーマンスは収益性，
成長，市場価値を，戦略パフォーマンスは顧客
満足度，従業員満足度，環境パフォーマンス，
社会パフォーマンスを含むとした．
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　これらの先行研究は，企業パフォーマンスを
財務の次元から測定する以外，戦略，プロセス
などの次元の測定も必要があると指摘した．し
かし，実際の企業パフォーマンスに関する実証
研究では，まだアンバランスな状況になってい
る（Santos & Brito, 2012）．Combs et al.（2005） 
は，1980～2004 年 に Strategic Management 
Journal 誌に掲載されたすべての論文を分析
し，238 件の実証研究が 56 の異なる指標を用
いていることを確認した．その上で多くの研
究で，財務パフォーマンスが用いられており

（82%），収益性の会計基準が最も一般的な選択
（52%）だと指摘した．
　このような財務パフォーマンスは，企業パ
フォーマンスを測定する際，主要，または単
一の測定する次元として扱われる現象として，
OI とパフォーマンスの関係の研究の中でもよ
く見られる．よく使われる財務指標はいくつ
かある．例えば，売り上げ（e.g., Hahn et al., 
2019; Rubera et al., 2016），売上高経常利益率

（ROS）（e.g., Greco et al., 2016; Rubera et al., 
2016），総資産利益率（ROA）（e.g., Michelino 
et al., 2014）， 自己資本利益率（ROE）（e.g., 
Zhang et al., 2018），TobinʼQ（e.g., Fu et al., 
2019; Hung & Chou, 2013），市場シェア（e.g., 
Michelino et al., 2014）などである．
　現在，OI の有効性に関する研究では，企業
パフォーマンスは主に財務指標で測られるが，
今後は戦略，プロセスに関する指標を加える
必要があると考える．また，別の課題として，
OI のパフォーマンスを一般論のイノベーショ
ン・パフォーマンスと区別する必要がある点
である．測定する項目は，実践されるOI の特
性をいかに反映できるか，OI の有効性の説明
として適切か具体的に論じる必要があると考え
る．
　企業パフォーマンスと並び，イノベーショ
ン・パフォーマンスはよくOI の成果として測
定される．
　Hagedoorn & Cloodt（2003）は，イノベー

ション・パフォーマンスをアイデア，スケッチ，
新しいデバイス，製品，プロセス，システムに
関する企業の成果として定義した．特許と特許
引用，研究開発費用，新製品は，イノベーショ
ン・パフォーマンスを測定する際に，よく利用
されるインジケーターである．
　OI の研究では，イノベーション・パフォー
マンスを表す場合，いくつかの状況がある．
　まずは，前述したように，従来のイノベー
ション・パフォーマンスのインジケーターを使
う．例えば，総売上における商品とサービスの
イノベーションのシェア（e.g., Stephan et al., 
2019），新商品の数と新商品の売り上げ（e.g., 
Gómez et al., 2017），特許の数（e.g., Gómez et 
al., 2017）などである．
　そして，イノベーション・パフォーマンスの
測定方法にOI の特徴を加えて，新たな測定方
法を作り出した研究もある．
　Jugend et al.（2018）は，ブラジルの企業に
おける OI とイノベーション・パフォーマンス
の関係を論じた．その中で，イノベーション・
パフォーマンスのドメインを考える場合，オス
ロ・マニュアル（Oslo Manual）（OECD, 2005）
等に基づく，イノベーション・パフォーマンス 
を，開発および発売された製品とサービスの 
量，生産とサービスプロセスにおける新技術と
イノベーションの応用の数，および作業の整理
と管理の新しい方法との 4つの観点で設定し
て，それぞれのイノベーション・パフォーマン
スを測定した．
　同様に，Cheng & Huizingh（2014）は，イ
ノベーション・パフォーマンスを新商品/サー
ビス・イノベーション，新商品/サービスの成
功，顧客パフォーマンス，財務パフォーマンス
の 4つの観点をドメインとして，その下に 10
項目のインジケーターを設定し，総合的なイノ
ベーション・パフォーマンスの測定尺度を作っ
た．このような総合的な測定方法はより全面的
にOI の有効性を評価できると考えられる．
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3. 2. 3　OI とパフォーマンスの二つの関係
　これらの OI とパフォーマンスの関係を論じ
るフレームワークを大きく分けると二つの種類
がある．
　一つのフレームワークは，OI を説明変数に
して，パフォーマンス（e.g., 企業パフォーマン
ス，イノベーション・パフォーマンス）を被説
明変数として扱うことで，OI とパフォーマン
スの関係，つまり OI の有効性を実証するもの
である．このフレームワークでは，直接的に
OI の有効性を議論した．結論として，OI とパ
フォーマンスの関係は，正の関係，負の関係，
非線型の三種類に分けられる．
　なかでも，OI がパフォーマンスに正の影
響を及ぼすと論じる論文は数多い．例えば， 
Chesbrough（2003, 2006, 2007）は，企業がOIを 
導入する場合，外部の知識の入手によりコスト
を削減し，そして内部の知的財産を外部で商業
化することにより，収益が増加すると述べた．
Kafouros & Forsans（2012）は，外部の科学
的知識を求めて獲得することは，財務パフォー
マンスだけでなく，企業自身の研究開発にもよ
い影響を与えると論じた．Rass et al.（2013）
は，OI 活動は短期的にイノベーション・プロ
セスと企業パフォーマンスに影響を与えるだけ
でなく，長期的に持続可能な企業パフォーマン
スにも関連すると説明した．
　一方で，OI とパフォーマンスの負の関係を
説明する論文も存在する．Faems（2010）は，
技術連携のポートフォリオの多様性は，イノ
ベーション・パフォーマンスによい影響をもた
らすが，コスト増加により財務パフォーマンス
に悪影響を与える．そして，短期的には直接発
生したコスト増加の問題が，間接的な価値創造
の効果を上回ると論じた．また，Enkel（2009）
は，OI を利用する際，知識の損失，より高い
調整コスト，コントロールの喪失，複雑性の高
まりなどのリスクが生じることを指摘した．
　さらには，2006 年に Laursen と Salter は OI 
とパフォーマンスの関係が線型関係ではなく，

逆Ｕ字型の関係を示すと報告した．その後， 
Laursenらの結果はDuysters & Lokshin（2011） 
などの実証研究により支持された．
　以上の報告以外で，このフレームワークの下
で，OI とパフォーマンスの関係を調節する要
因およびそのモデレーティング効果を論じる報
告がある．これらの論文はOI に影響する要因
を論じる第 4節で詳しく説明する．
　さて，OI とパフォーマンスの関係を論じる
もう一つのフレームワークは，OI の導入また
はOI を実行する際，あるOI と緊密につなが
る要因とパフォーマンスの関係を明らかにする
ものである．例えば，OI を実践するとき，知
財マネジメントはパフォーマンスに影響に与え
る．このフレームワークは直接的にOI の有効
性を説明することではなくて，企業がOI を実
行する場合，具体的にどの問題に注目してどの
ようにマネジメントすれば，パフォーマンスを
向上させることができるかと説明した．こちら
の内容は第 4節に整理する．

4．OI の有効性に関する研究の視点

　本稿では，既存の研究を大きく二つの視点に
大別して整理した．
　一つ目は，知識のマネジメントの視点である．
OI は企業の境界線を越えた知識に関するマネ
ジメント手法として認識されている．この手法
で扱われている資源は，ヒト，モノとカネより，
知識，技術をはじめとする知的財産である．そ
れらをうまくマネジメントするために，企業能
力の要因，企業属性の要因などが重要となる．
　二つ目は，外的要因の視点である．OI は企
業の境界線を越えて内部と外部を結合させ，外
部との連携を重視するマネジメント手法であ
る．そのため，外部の要因にも深く影響されて
いると考えられる．
　そこで，本稿では既存研究を知識のマネジメ
ントの視点と外的要因の視点に分類して，知識
と知的財産のマネジメント，企業能力，企業属
性，ネットワーク，環境要因の 5つの観点から，
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OI の有効性の文献を整理する．

4. 1　知識のマネジメント
4. 1. 1　知識と知的財産のマネジメント
　前述したように，OI はマネジメント手法と
して扱う企業資源はヒト，モノとカネというよ
り，技術，知識をはじめとする知的財産である．
また，OI は内部知識と外部知識を結合させる
マネジメント手法であるため，一つの特徴は，
これらの知識を境界線の内と外と分けて考える
ことである．そして，外部知識の利用と内部知
識の活用は着目されている．
　OI の種類については，いくつかの分類方法
がある．知識フローの方向により，OI はイン
バウンド型，アウトバウンド型に分けられる．
この分類に注目し OI とパフォーマンスの関係
についての報告が数多い（e.g., Chesbrough & 
Bogers, 2014; Michelino, 2014）．
　インバウンド・オープンイノベーションは，
企業がイノベーション・プロセスのために外部
の知識リソースをどのように調達，選別，評
価，獲得，活用するかに関連する（Dahlander 
& Gann, 2010）．
　OI とパフォーマンスの関係に関する研究
では，インバウンド型はより注目されて，そ
の有効性は実証研究で証明されていた（e.g., 
Stephan et al., 2019; Zhang et al., 2018; Parida 
et al., 2012）．
　一方，外部知識の獲得が企業のイノベーショ
ンに負の影響を与えると主張している報告もあ
る．例えば，吸収能力が足らない場合，外部か
ら知識の獲得はクラウディング・アウト効果

（研究開発担当者は，自社の研究成果ではなく，
外部からの導入が好ましいと認識する）を起こ
して，長期的な社内の能力そしてイノベーショ
ン・パフォーマンスを低下させる（Huang & 
Rice, 2009）．そして，連携対象の選択によりパ
フォーマンスを低下させる場合もある．Inauen 
& Schenker-Wicki（2011）は，サプライヤー，
競合他社，大学へのインバウンド型OI の場合，

多くのプロセス・イノベーション成果をもたら
すが，セクター横断的な企業を対象とするとプ
ロセス・イノベーションのパフォーマンスを低
下させると実証した．
　以上のことから，現在，インバウンド型 OI
の有効性は幅広く認められるが，その有効性は，
内部組織の能力，外部の連携対象の選択などの
要因に深く影響されると考えられる．
　一方，アウトバウンド型OI とは，アイデア
を市場に出し，IP を販売し，アイデアを外部
環境に移して技術を増やすことで利益を得るこ
とである（Enkel et al., 2009）．アウトバウン
ド型OI は，テクノロジーの外部共有，そして
外部環境への知識の移転のようなオープンな
考え方である．また，イノベーションを迅速
に市場に投入し，技術的な機会を商業的に活
用する（e.g., アウトライセンス）ために，外部
の関係者間の関係を構築する実践とも言える
（Mazzola et al., 2012）．
　具体的な効果として，アウトバウンド型OI
は，プロジェクトへの時間と金銭的な投資を多
く節約するだけでなく，新しいサプライヤーと
パートナーの関係を育み，イノベーティブなエ
コシステムを促進し，利益率の高いライセンス
収入を生み出すことができる（Chesbrough & 
Garman, 2009）．
　このように，アウトバウンド型OI の有効性
が認められている（e.g., García-Vidales et al., 
2019; Zhou et al., 2018）．一方で，異なる見解
も挙がっている．
　例えば，Fuらは 2019 年に時間の次元から，
アウトバウンド型OI は，短期的に企業の業績
に負の影響を与えるが，長期的には良い影響を
及ぼすと実証した．
　Hung & Chou は，2013 年に外部技術の獲得
（インバウンド型OI）は企業の業績に正の影響
を与えるが，これに対して，外部技術の活用
（アウトバウンド型 OI）の効果が著しくないこ
とを実証して，アウトバウンド型OI を巡る問
題も述べた．アウトバウンド型OI は，企業パ
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フォーマンスに対して効果が著しくない理由の
一つは，当地企業はインバウンド型OI に対す
る態度と対照的に，アウトバウンドに対して慎
重な態度を持っていると推測した．なぜなら，
彼らはアウトバウンド戦略を初期段階でのみ使
用し，この戦略の従事に追加の経験と知識を蓄
積する必要があるからであると述べた．
　以上に挙げられたように，アウトバウンド型
OI の有効性が，現在まで十分に検証されてい
ない原因の一つは，インバウンド型OI と比べ
れば，実務界での実践，そして行われる研究が
まだ少ないためである．
　この実態（アウトバウンド型OI の研究は，
インバウンド型OI に比べて少ない）はすでに
指摘されていた（Chesbrough & Bogers, 2014; 
Mazzola et al., 2012）．その理由について，真
鍋・米山（2017）は「アウトバウンド型では，
自社の知識を企業外部で活用してもらう必要が
ある．企業の外部で自社の知識がどこでいかに
活用されるかは，予測することが難しい．した
がって，より不確実性が高く，それだけアウト
バウンド型を実践する企業も少ないだろう．ま
た，アウトバウンド型は意図せざる技術漏洩の
可能性があり，さらには社外で技術の改良が行
われてしまうかもしれない．これは，実質的に
社内の技術が空洞化するリスクを意味する（米
倉・清水，2015）」と不確実性が高いことと社
内の技術が空洞化することの二点のリスクを指
摘した．
　続いて，上述した知識，知財をはじめとする
資源のマネジメントについて述べる．
　企業は自らの技術や知識を専有して事業で，
優位を構築することができると考えられてき
た（Teece, 1986）．Cohen et al.（2000）は，専
有可能性戦略を提唱した．専有可能性戦略

（appropriability strategy）には，特許や著作権
などの公式的手法と，リードタイムや秘密の保
持などの非公式な手法の使用が含まれる．非公
式な方法は，製品の機密性，リードタイム，お
よび複雑さに依存する．

　OI と専有可能性の関係については，多くの
場合，イノベーションの創出には開放性が必要
であるが，イノベーションの商業化には保護が
必要である．これにより，オープン性のパラドッ
クスが生じる（Laursen & Salter, 2005; 2014）
と考えられる．このようにOI と専有可能性が
矛盾している論点が存在する．
　例えば，Jensen & Webster（2009）は，こ
のパラドックスを論じた．一部分の知的財産権
を保護する企業活動は，オープンな学習スタイ
ルを損なっている．そして，特許の有効性や機
密性が，公開学習によって損なわれる可能性が
あることを明らかにした．
　一方，お互いに協力することで，パフォーマ
ンスを向上させることができる報告もある．
　Laursen & Salter（2005）は，アテンショ
ン・ベースト・ビューの視点から，専有可能性
はOI の開放度と逆U型の関係になると報告し 
た．企業内の専有可能性に焦点を当てること 
で，企業が外部ソースに開かれる可能性が高ま 
る．この点で，専有可能性への注意は，外部ソー 
スに対してよりオープンであるという自信を企
業に与える．ただし，ある時点で，専有可能性
を強く強調すると，開放性が制限される．この
時点で，イノベーションから利益を獲得するこ
とに焦点を当てることは，外部の知識にオープ
ンであることの利点よりも大きくなる．専有可
能性への注意はOI に促進することができると
論じた．
　安本（2017）は，現在オープンな環境が形成
されていると論じた．技術や知識のマネジメン
トのポリシーは大きく変化している．技術や知
識を提供することで，企業は，ライセンス収入
を得たり，市場を拡大しながらさまざまな企業
によるイノベーションを自社の事業に活かすこ
とが可能となる．こうした変化が進むことで，
オープンな環境が形成されると述べた．そして，
イノベーションをめぐる企業の研究開発や事業
戦略がこうしたオープン化を前提とした方向に
変化していくなかで，知財をめぐる戦略・組
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織・マネジメントのあり方にもそれに対応して
いくことが求められる（米山他，2016）．
　このように形成されていたオープンな環境で
は，知財マネジメントの下でOI の発展とその
有効性の実現を期待できると考える．
4. 1. 2　企業能力
　企業が OI プロセスを促進する内部コンピテ
ンシーを保持している場合にのみ，外部知識を
企業の（内部）知識ベースと統合および同化で
き（Dahlander & Gann, 2010），企業能力がOI
の実行に対して重要だと考えられる．
　OI を実行する際，知識をいかにマネジメン
トするか，外部の連携先とどのように関係を構
築するか等のさまざまな課題に対して，異なる
組織能力が有益であると考えられている．組織
能力としては，例えば，ビジネスモデルの構築
能力，知的財産の管理能力，アーキテクチャの
デザイン能力，標準化の促進能力，企業間ネッ
トワークの構築能力，知識の吸収能力などがあ
る（真鍋・安本，2017）．
　これまでのOI の有効性を議論する報告で
は，吸収能力を中心にして展開されてきた．本
稿では，吸収能力及びほかの能力の視点から，
OI とパフォーマンスの関係を整理する．
　Cohen & Levinthal（1990）は，吸収能力を
企業が新しい外部情報の価値を認識し，同化し，
商業目的に適用する能力だと定義した．これま
では，吸収能力がOI に対する影響，またOI
を実行する場合，吸収能力の調節の役割が数多
く論じられている．
　Zahra & George（2002） は， 吸収能力を
以下のように分類した．吸収能力は，潜在的
な吸収能力（potential absorptive capacity）
と認識された吸収能力（realized absorptive 
capacity）の 2つのサブセットが存在する．潜
在的な吸収能力は，知識の獲得と同化の機能を
持ち，一方，認識された吸収能力は，知識の変
換と活用を目的とする．Flor，Cooper & Oltra

（2018）は，この類型に基づいて，OI と破壊的
なイノベーションの関係を分析した．吸収能力

はこの関係に対して，モデレーティング効果が
ある．具体的には，潜在的な吸収能力は，外部
探索の広さ・深さと破壊的なイノベーションと
の関係に正の影響を及ぼす．認識された吸収能
力は，外部探索の広さに影響を与える．
　Clausen（2013）は，企業がインバウンド型
OI を実行して外部知識を調達する際，吸収能
力の役割について論じた．結論として，吸収能
力の三つの側面（internal R&D, training and 
educated workface）は，外部にある幅広い参
加者/組織（サプライヤー，ユーザー，大学，
公的研究機関，民間のR&D研究所，コンサル
タント等の企業）とイノベーションを行う企業
の協力関係を支える重要性と積極的な推進力に
関して実証した．
　Kim, Kim & Foss（2016）は，外部知識の吸
収能力はR&D強度を尺度にして，R&D強度
はアウトバウンド・イノベーション・パフォー
マンスまたは財務パフォーマンスに正の影響を
及ぼすと実証した．
　また吸収能力以外では，他の企業能力につい
ても論じられている．
　Robertson et al.（2012）の吸収能力に関す
る報告で，分散された知識と学習，またはイノ
ベーティブな知識の適用について十分に論じ
られていない点を指摘した．OI を実行する際，
組織は知識管理を超えた特定のイノベーティブ
能力を必要とすると提唱した．イノベーティブ
能力とは，具体的にはアクセス能力（accessive 
capacity），適応能力（adaptive capacity）及
び統合能力（integrative capacity）があると示
した．この報告では，OI を行うとき，吸収能
力以外の知識のアプリケーションを成功させる
ための能力に関するガイドを提供する．
　また，Ahn et al.（2016）は，韓国の 508 社を 
対象にした調査により，開放性，OI 能力，パ
フォーマンスの関係を報告した．開放性，OI
能力，企業パフォーマンスの間に，有意な相関
関係があると明らかにした．そして，知識フ 
ローの方向により，異なる能力が用いられると
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提唱して，インバウンド型 OI では統合能力と
探索能力が必要，カップルド型OI では知識マ
ネジメント能力が必要，アウトバウンド型OI
では浸透能力（desorptive capacity）が必要だ
と論じた．
　現在，企業能力とOI の関係，企業能力がOI
とパフォーマンスの関係に対する影響に関する
研究では，吸収能力を中心として議論が展開さ
れているが，これ以外の他の能力についても論
じる必要もあると考える．吸収能力と OI の研
究では，OI のタイプ，吸収能力の具体像など
の方面から詳しく議論することも今後の課題の
一つだと考えられる．
4. 1. 3　企業属性
　これまでの研究では，企業の規模はイノベー
ション連携に正の影響を与えると述べていた．
現在，OI の実証研究において，企業規模は企業
属性の一つとして，制御変数として用いられて 
いる（e.g., Laursen & Salter, 2006）．また，大
企業のOI と中小企業のOI との間で，それぞ
れの特徴を比較しながら多くの議論がなされて
いる．
　OI の研究は，Chesbrough（2003）の大企
業の事例研究からはじまった．大企業とオー
プン化の関係においては，大規模な企業ほ
ど，比較的OI 戦略を導入する意思を示した

（Sandulli, 2012），外部の知識を積極的に購入
し，また（非コア）知識のアクティブな売り
手であると述べられた（Torkkeli et al., 2009）．
一方，大企業は統合されており，定常的にイ
ノベーションのための補完的な資産を所有し
ているから，自社の技術をライセンスする可
能性が低く，オープン化の意思が低いという
考えもある（Gambardella et al., 2007）．また，
Christensen, Olesen & Kjær（2005）は，ダイ
ナミックな視点から大企業での OI の実行を論
じた．企業は，技術ライフサイクルの早い段階
では高いオープン度を維持するが，技術の発展
に伴いオープン度を低下させると述べた．
　中小企業もOI を積極的に利用している．

Henkel（2006）は，オープンソースソフト
ウェア（OSS）の一種である組込み Linux
（embedded Linux）において，企業が開発し
たイノベーションを自由に公開する体系につい
て定量研究を行った．小企業は公開の数が多
く，積極的にOI のプロセスに参加していると
論じた．中小企業は積極的にOI を利用する理
由がある．中小企業は，外向きに取り組むため
のリソースが不足しているとみられ，そのこと
がOI の障壁になると考えられているが，同時
にこのリソース不足は，組織の境界を越えて技
術的知識を探す動機として考えられ，OI を利
用して新商品を市場に発表するとき，大企業よ
りもっと効率的だと論じられる（Spithoven et 
al., 2013）．中小企業がOI を導入する動機は，
主に顧客の要求を満たすため，競合他社に追い
つくためなどの市場関連のものである．中小企
業にとって最も重要な課題は，外部と接触する
際，組織的および文化的な問題である（van de 
Vrande et al., 2009）．また，ネットワーキング
は中小企業間のOI を促進するための効果的な
方法であると示された（Lee et al., 2010）．
　近年では，メキシコ，ケニア，ナイジェリ
アでの中小企業を研究対象としたOI 及び OI
のパフォーマンスに関する研究が増えてい
る（e.g., García-Vidales et al., 2019; Chege & 
Wang, 2019）．発展途上国における中小企業の
OI 研究も進んでいると考えられる．
　続いて，産業の視点から検討したい．
　OI の概念は，ハイテク産業における企業分
析から提唱された概念である（Chesbrough, 
2003）．当初，技術が発達した産業に研究は集
中していた．その後，OI が産業に対する普及
性について議論されている．Sandulli ら（2012）
は，実証研究にて，テクノロジー集約型の業界
ではOI を採用する意思が比較的に高いと論じ
た．イノベーションは産業に応じて異なり，特
に製造業とサービス業におけるイノベーショ
ンは異なると考えられる（Ettlie & Rosenthal,  
2011; Evangelista & Vezzani, 2010）．一方，van  
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de Vrande et al.（2009）は，中小企業におけ
るOI に関し，605 社を対象とした実証研究を
行い，製造業のOI とサービス業のOI の間に
大きな差異はないことを示した．OI は，産業
に対する普及性が認められた．しかしながら，
各産業におけるOI の有効性の特徴は，まだ明
確に示されておらず，今後OI の有効性を巡り，
産業間で検討することが課題と考えられる．
　企業規模，産業，および企業年齢は常に制御
変数として，OI とパフォーマンスの関係にお
ける研究で議論されている．これらの因子は
OI の有効性に影響を与えると認められている 
が，具体的にはどの影響を及ぼすかについて 
は，まだ明らかになっておらず，今後の課題だ
と考える．

4. 2　外的要因
4. 2. 1　ネットワーク
　組織間ネットワークとは，複数の企業，政府
機関，大学，非営利組織などの組織が，取引や
協力，連携，情報交流を行っている関係の全体
構造を指す（若林，2009）．ネットワークにつ
いての研究はいくつかのレベルがある．たと
えば，社内ネットワークのレベル，企業レベ
ル，二つまたはそれ以上の企業の利害を検討す
るレベル，個々の組織間の関係を “組み込んで
いる” 組織間ネットワークのレベルと国家的，
地域的なイノベーションシステムなどがある

（Chesbrough et al., 2006）．
　OI の研究，特にOI の有効性を論じる研究
は企業レベル，詳細には企業にとってのネット
ワークから分析されるものが多い．このような
研究の中では，知識獲得による異なるネット
ワークのタイプ，連携対象とバリューチェーン
の関係などのテーマが注目されている．本節で
は，ネットワークの深さと広さなどの方面から
OI とパフォーマンスの研究をまとめる．
　イノベーションを創出させる組織間学習を促
進するための組織間ネットワークは，知識獲得
の広さと深さにどのように対応するかが焦点と

なる（若林，2017）．また，OI の研究には，あ
る企業は組織間ネットワークを通じて，他の企
業と組織間で知識の移転を行うというような重
要な一面がある．そのため，組織間学習とかか
わる深さと広さの問題も取り扱われている．
　Laursen & Salter は，2006 年に OI の開放の
程度は深さ（depth）と広さ（breadth）で測
ることができると論じた．広さとは，企業がイ
ノベーション活動を行うとき，依存する外部
ソースと探索チャンネルの数，つまりパート
ナーまたは企業活動の多様性を指す．一方，深
さは「企業がさまざまな外部ソースまたは検
索チャネルから深く引き出す範囲」（Laursen 
& Salter, 2006）として，企業活動の強度を捉
える．その後，この考え方は，OI とパフォー
マンスの研究の中に多く用いられている（e.g., 
Jugend et al., 2018; Martinez et al., 2014）．ま
た，企業の開放の程度（openness）とパフォー
マンスの研究は開放の程度の広さと深さを巡っ
て検討される場合に多く見られる．
　広さに関する研究については，OI を実行す
るとき，幅広くかつ全体的なアプローチは，単
一の側面に重点を置くよりも大きな利益をもた
らす可能性があり（Ebersberger et al., 2012），
OI の広さの有効性を実証した．そして，OI の
深さの有効性に関する研究も進んでいる．以下
のように，OI の広さと深さは幅広く論じられ
る．
　Uduma，Wali & Wright（2015）は探索の広さ 
が製品の漸進的なイノベーションと破壊的なイ
ノベーションの両方に曲線的な関係（逆U字
型）を示していると述べた．
　Chiang & Huang（2010）は，台湾における
184 社の調査を行い，オープンサーチの深さは
企業の漸進的なイノベーションパフォーマンス
に正の影響を与えて，そしてオープンサーチの
広さは破壊的なイノベーションパフォーマンス
に正の影響を及ぼすと論じた．
　また，Bengtsson ら（2015）は，イタリア，
フィンランド，スウェーデンの 415 社の R&D

（243）



104 横浜国際社会科学研究　第 25 巻第 3 号（2021 年 1 月）

マネージャーが回答したOI コラボレーショ
ンの調査を行い，実証研究を行った．結果は，
コラボレーションの深さがイノベーションの
パフォーマンスに正に関係しているのに対し，
パートナーの数と規模はパフォーマンスに負の
影響があることを示した．
　Greco, Grimaldi & Cricelli（2016）は限界収
益（marginal returns）に着目した．広さはイ
ノベーション・パフォーマンスと曲線的な関連
を示したが，探索の深さはほとんどの場合，限
界収益を減少させないと述べた．
　以上のことから，これまでの研究では，開放
度そして開放度の広さと深さは，パフォーマン 
スへの有効性は認められるが，具体的な関係 

（線型なのか，あるいは逆U字型の関係か）は
まだ統一の結論に至っていない．また，その関
係は企業自体の能力，企業が所在する環境など
の要因に影響される．
　ネットワークの視点からのOI 議論では，こ
れまでに言及したもの以外では，連携対象とバ
リューチェーンの関係，知識の補完性，正式と
非正式，金銭と非金銭などのテーマにも注目さ
れている．しかし，これらのテーマについては，
OI のパフォーマンスとの関係を論じる研究は
まだ少なく，今後の課題だと考えられる．
4. 2. 2　環境の要因
　OI 下の背景で は，企業は外部との連携
に目を向けるため，外部環境の変化に注意
を払うようになった．外部環境の揺れ動
き（environmental turbulence）（Haleblian 
& Finkelstein, 1993） は， 技術の揺れ動き

（technological turbulence）と市場の揺れ動き
（market turbulence）に分類される（Jaworski 
& Kohli, 1993; Hung & Chou, 2013）．技術の揺
れ動きとは，ビジネスで用いられるテクノロ
ジーの変化の速さを示す（Jaworski & Kohli, 
1993; Hung & Chou, 2013）．市場の揺れ動きは，
顧客のニーズと好みおよび競合他社の行動の変
化の速さを指す（Hung & Chou, 2013）．
　Hung & Chou（2013）は，外部技術の獲得（イ

ンバウンド）と外部技術の活用（アウトバウン
ド）はいずれも，揺れ動く市場環境の下での企
業業績に正の関係があり，また，技術の揺れ動
きは，外部技術の獲得と企業のパフォーマンス
との関係のみで正の影響を与えると論じた．ま
た，Huang，Chen & Liang（2018）は，OI が
実行するとき，外部環境の揺れ動きの調節作用
が動くことを実証した．

5．考　察

　本研究では，OI の既存研究，特にOI とパ
フォーマンスの関係の研究を中心として整理し
た．そして，OI とパフォーマンスの関係の研
究をOI の測定，パフォーマンスの測定，影響
要因，OI とパフォーマンスの関係の研究結果
の視点でまとめた．要約したものを表 1に示し
た．
　OI の測定に関して，OI の知識探索の広さ
と深さ，及びOI のプラクティスは，OI とパ
フォーマンスの関係の研究でよく用いられる尺
度であると述べた．OI の広さと深さとの尺度
には限界がある．広さと深さは，もともと知識
探索に関連する項目であるため，知識を流入
させるインバウンド型OI の研究には適応する
が，アウトバウンド型OI で適応できるかどう
かにはまだ課題があり，普遍性を議論する必要
があると考える．現在，確かにインバウンド型
OI の研究は，アウトバウンド型OI より数が多
くOI 研究の主流であるが，アウトバウンド型
OI を，または二つのOI 活動を同時に導入する
企業があることから，インバウンド型OI に適
応することだけではなく，より幅広く測定する
尺度が望ましい．
　また，もう一つのOI の測定法は，OI の各プ
ラクティスでOI を表すことである．この考え
方のメリットは，OI の広さと深さより普遍性
が高い．インバウンド型OI にこだわらなくて，
アウトバウンド型OI を実行しても，また同時
に行っている場合でも，それぞれ評価できる．
もう一つのメリットは，柔軟性が高いところで
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ある．各企業が行っているOI 活動の内容は異
なる．この測定法ではその内容と特徴に応じて，
研究対象に適応する測定項目を設計することが
できる．一方，OI プラクティスをOI の測定す
る次元とするデメリットもある．前述の通り，
現在この手法でまだ統一されていないため，各
研究者が決めた OI のプラクティスの集合は実
際に行われる OI の全体を代表できるかはっき
りしていない．また，このOI の測定法の下で，
OI とパフォーマンスの関係の定量的研究を行
う場合，その結果の普遍性もさらに考察する必
要があると考える．
　前述のような二つのOI の測定に関する考え
方は用いられていないが，先行研究により独
自の尺度を設定し，実証した報告もある（e.g., 
Michelino et al., 2015）．この尺度のOI を測定
する適応性と普遍性については，今後さらに詳
しく議論し実証する必要があると考える．
　パフォーマンスの測定については，企業パ
フォーマンスとイノベーション・パフォーマン
スがよく OI の研究の中で用いられると考えら
れる．現在，企業パフォーマンスは財務指標を
中心として測定されるが，今後，戦略やイノベー
ションのプロセスなどの指標も考慮して全般的
なOI の成果を評価することが望ましい．
　イノベーション・パフォーマンスについて，
その測定は二つの方向性がある．一つは従来の
イノベーション・パフォーマンスの研究でよく
利用されていた指標，例えば，特許の数，新商
品の数などをそのまま用いる評価である．もう
一つは，オスロ・マニュアルなどを参考とした
製品，生産プロセス，管理方法など各段階を含
む総合的な評価である．オスロ・マニュアルは，
イノベーションに関するデータの収集，報告及
び利用のための国際標準の指針であり（伊地知，
2019），技術の進化や環境変化に応じて進化し
ている．OI 研究の測定する指標，方法も進化
を継続するべきであると考える．
　OI の有効性に関する影響要因に関しては，
本稿では知識のマネジメントと外的要因の視点

に沿って，知識と知財のマネジメント，企業能
力，企業規模・産業，ネットワーク，環境の要
因の 5つの観点でまとめた．
　知識と知財のマネジメントでは，知識フロー
の方向により，OI はインバウンド型，アウト
バウンド型に分類できる．それぞれのOI で有
効性があると論じられ，現在までのところイン
バウンド型OI は多く論じられているが，アウ
トバウンド型OI についてもより詳しく論じら
れることが望まれる．企業能力の面では，吸収
能力を中心として論じられ，そのモデレーティ
ング効果が実証されてきた．それ以外の能力，
例えばマネジメント能力（Ahn et al, 2016），
イノベーティブ能力（Robertson et al., 2012）
については，今後のさらなる検討が必要と考え
る．
　企業属性に含まれる規模と産業に関しては，
当初，OI が大企業とハイテク産業を研究対象
として扱い，現在では SMEと製造業，サービ
ス業も研究対象として注目されていることを述
べた．OI の効用についての普遍性は，明らか
となった．また，外部環境の要因は，OI のパ
フォーマンスに影響を及ぼすと考えられる．さ
らには，市場要因，技術要因以外の環境要因も
考慮して議論することが望ましいと考える．
　OI とパフォーマンスの関係の研究結果に関
しては，OI はパフォーマンスに正の影響を及
ぼすと論じる文献は多いが，負の影響を説明す
る論文も存在する．また，両者の関係は線型関
係ではなく，逆U字型の関係を示すことを述
べた．前述のように，負の関係，または逆U
字型の関係を示す原因の一つは，OI を実行す
る際のコストに関する問題である．OI とコス
トの関係，企業の対応に関して，さらなる検討
が必要である．

6．おわりに

　本稿では独自のフレームワークを用いて OI
とパフォーマンスの関係に関する研究を整理
し，考察した．OI とパフォーマンスの関係に
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対する研究は，15 年以上の研究成果の累積と
ともに，研究内容は充実して研究範囲は広がっ
て発展してきたが，以下の諸点については課題
が残されていることが明らかになった．
　第一の課題は，既存研究のテーマの内容の充
実化と細分化である．これまでOI とパフォー
マンスの関係に関する研究は，研究数も増加し
てきており，内容もより充実してきているが，
さらに詳細な議論すべきテーマが残されてい
る．例えば，アウトバウンド型OI に対する検
討は，まだインバウンド型OI の研究と比較し
て多くはない．また，吸収能力以外の企業能力
に関する研究は，まだ少数と考えられる．さら
には，OI が企業全体に対する有効性があると
実証された報告もあるが，そのメカニズムはま
だ明らかになっていない．研究，開発，生産，
市場流出などに各プロセスを細分化して，OI
の有効性をプロセスごとに検討して，各プロセ
スに適応する OI マネジメント手法を検討する
ことが望まれる．
　第二の課題は，OI の有効性に関する議論の
レベルの多様性である．現在，OI の有効性に
関する研究は，主に企業レベルで議論されてい
る．今後は，企業レベルを超えて，組織内各ユ
ニットのレベル，組織間ネットワークのレベル，
産業のレベル，及び国・地域のレベルで議論す
る必要がある．また前述のように，OI の有効
性の研究の分析対象は，当初のハイテク産業か
ら，現在では製造業，サービス業にまで範囲を
拡大しつつある．近年では，アジア，アフリカ
における発展途上国を含む世界中の国・地域を
分析対象とした検討で，有効性が実証されてい
て，この研究の普遍性は認められた．今後は，
産業横断的な研究，国際的な比較研究などが残
された課題の一つだと考えられる．
　第三の課題は，統一かつ個性的な測定基準で
ある．本稿で整理したように，現在はOI とパ
フォーマンスの関係に関する研究におけるOI
の測定方法，パフォーマンスの測定方法が，ま
だ統一されていない状態であり，各研究間の

関係性も明らかになっていない．前述したよ
うに，ある調査によると，各研究間でOI の尺
度に差異が認められ，またそれらの相関性と一
貫性は比較的低い．相関関係の低さは，各尺度
が，異なるOI のスタイルをとっている異なる
企業グループを測定している可能性を示唆する
（Acha, 2008）．
　以上より，OI とパフォーマンスの関係に関
する研究では，より統一的な測定法と総合的に
評価する基準の設定が必要である．近年，オス
ロ・マニュアルに準じたOI の実証研究の実施
数が増えて，以前より統一化が図られているよ
うにも見えるが，OI を従来のイノベーション
と区別して，OI の特性を評価する測定基準が
作成されることが望まれる．
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